
地
方
自
治
と
地
方
税
財
政
制
度
七
〇
年
の
変
遷
と
今
後
の
展
望

石　

原　

信　

雄

は　

じ　

め　

に

わ
が
国
の
地
方
自
治
制
度
は
、
明
治
二
一
年
四
月
に
市
制
町
村
制
が
、
明
治
二
三
年
五
月
に
府
県
制
、
郡
制
が
制
定
さ
れ
た
こ
と

に
よ
り
法
的
に
整
備
さ
れ
た
が
、
戦
後
、
昭
和
二
二
年
五
月
日
本
国
憲
法
の
施
行
に
先
立
っ
て
、
同
年
四
月
地
方
自
治
法
が
制
定
さ

れ
今
日
に
至
っ
て
い
る
。

一
方
、
地
方
自
治
行
政
の
裏
付
け
と
な
る
地
方
税
財
政
制
度
は
、
昭
和
一
五
年
三
月
地
方
税
法
及
び
地
方
分
与
税
法
が
制
定
さ
れ
、

昭
和
二
三
年
に
国
と
地
方
の
財
政
関
係
及
び
地
方
財
政
運
営
の
基
本
原
則
を
定
め
た
地
方
財
政
法
が
制
定
さ
れ
た
が
、
地
方
自
治
法

の
理
念
に
合
致
し
た
地
方
税
財
政
制
度
の
整
備
は
、
昭
和
二
四
年
九
月
に
発
表
さ
れ
た
シ
ャ
ウ
プ
税
制
改
革
勧
告
に
基
づ
く
昭
和
二

五
年
度
の
地
方
税
財
政
制
度
の
改
革
に
よ
っ
て
実
現
し
た
と
い
え
る
。
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一　

地
方
自
治
法
施
行
後
独
立
回
復
ま
で
の
間
の
地
方
税
財
政
制
度
の
変
遷

㈠　

シ
ャ
ウ
プ
勧
告
（
昭
和
二
四
年
九
月
）

戦
後
の
わ
が
国
の
税
制
改
革
に
関
し
調
査
す
る
た
め
連
合
国
最
高
司
令
官
の
招
き
で
来
日
し
た
シ
ャ
ウ
プ
税
制
調
査
団
は
、
昭
和

二
四
年
九
月
わ
が
国
の
税
制
改
革
に
関
す
る
勧
告
を
発
表
し
た
。

こ
の
勧
告
は
、
事
務
配
分
に
関
し
市
町
村
優
先
主
義
に
基
づ
く
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
の
事
務
配
分
を
前
提
と
し
て
、
①
地
方

税
制
の
自
主
性
強
化
（
付
加
税
制
度
の
否
定
）
と
地
方
税
収
の
拡
充
、
②
地
方
税
の
合
理
化
と
均
衡
化
③
都
道
府
県
税
と
市
町
村
税

の
分
離
を
勧
告
し
た
。

ま
た
、
地
方
配
付
税
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ
の
総
額
が
特
定
の
国
税
の
一
定
割
合
の
額
と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
て
も
、
現
状
で
は

極
め
て
不
安
定
で
あ
る
こ
と
、
地
方
配
付
税
に
よ
る
財
源
の
均
衡
化
は
不
徹
底
で
あ
り
、
算
定
方
法
も
独
断
的
で
あ
る
こ
と
等
の
理

由
か
ら
、
こ
れ
を
国
庫
の
一
般
資
金
か
ら
支
出
す
る
「
平
衡
交
付
金
」
に
改
め
る
べ
き
で
あ
る
と
し
、
そ
の
総
額
は
合
理
的
標
準
の

下
に
地
方
当
局
の
能
力
と
必
要
と
を
研
究
し
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
た
。

㈡　

昭
和
二
五
年
度
改
正
に
よ
る
地
方
税
体
系

シ
ャ
ウ
プ
勧
告
を
受
け
て
行
わ
れ
た
昭
和
二
五
年
度
の
税
制
改
正
に
よ
る
地
方
税
の
体
系
は
、
道
府
県
税
に
つ
い
て
は
、
付
加
価

値
税
を
柱
と
し
、
入
場
税
、
遊
興
飲
食
税
、
自
動
車
税
、
鉱
区
税
、
狩
猟
者
税
等
と
さ
れ
た
。
市
町
村
税
に
つ
い
て
は
市
町
村
民
税
、

固
定
資
産
税
を
柱
と
し
、
自
転
車
税
、
荷
車
税
、
電
気
ガ
ス
税
、
鉱
産
税
、
木
材
引
取
税
、
入
湯
税
等
と
さ
れ
た
。
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な
お
、
付
加
価
値
税
に
つ
い
て
は
反
対
が
強
か
っ
た
た
め
、
当
面
事
業
税
、
特
別
所
得
税
が
存
続
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
ま
た
、

東
京
都
に
つ
い
て
は
、
特
別
区
の
区
域
に
つ
い
て
特
例
が
設
け
ら
れ
た
。

㈢　

地
方
財
政
平
衡
交
付
金
制
度
の
創
設

シ
ャ
ウ
プ
勧
告
に
基
づ
い
て
地
方
配
付
税
制
度
は
廃
止
さ
れ
、
ま
た
、
義
務
教
育
等
地
方
団
体
が
実
施
す
る
事
務
・
事
業
に
要
す

る
経
費
は
地
方
一
般
財
源
で
賄
わ
れ
る
べ
き
と
い
う
考
え
か
ら
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
等
は
廃
止
さ
れ
、
昭
和
二
五
年
度
か
ら
地

方
一
般
財
源
で
あ
る
新
設
の
地
方
財
政
平
衡
交
付
金
に
統
合
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

毎
年
度
地
方
団
体
に
交
付
す
べ
き
地
方
財
政
平
衡
交
付
金
の
総
額
は
、
そ
れ
ま
で
関
係
当
局
に
よ
っ
て
公
表
さ
れ
て
い
た
「
地
方

財
政
の
現
状
」
の
中
で
作
成
さ
れ
て
い
た
地
方
財
政
計
画
の
方
式
を
ベ
ー
ス
と
し
て
地
方
財
政
委
員
会
と
大
蔵
省
と
の
折
衝
に
よ
っ

て
決
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

地
方
財
政
平
衡
交
付
金
の
総
額
の
九
〇
％
は
普
通
交
付
金
、
一
〇
％
は
特
別
交
付
金
と
さ
れ
、
普
通
交
付
金
は
各
地
方
団
体
毎
に

次
の
算
式
に
よ
っ
て
算
定
さ
れ
る
一
般
財
源
所
要
額
に
基
づ
い
て
交
付
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

基
準
財
政
需
要
額
─
基
準
財
政
収
入
額
＝
財
源
不
足
額

な
お
、
基
準
財
政
需
要
額
は
道
府
県
、
市
町
村
ご
と
に
教
育
費
、
警
察
費
、
消
防
費
、
民
生
費
、
衛
生
費
、
道
路
費
、
河
川
費
、

そ
の
他
諸
費
等
主
要
費
目
に
つ
い
て

人
口
、
面
積
等
の
測
定
単
位
の
数
値
×
単
位
費
用
×
補
正
係
数
の
算
式
で
測
定
さ
れ
る
額
の
合
算
額
で
あ
る
。

ま
た
、
基
準
財
政
収
入
額
は
、
道
府
県
、
市
町
村
ご
と
に
、
普
通
税
に
つ
い
て
標
準
税
率
で
課
税
し
た
場
合
の
収
入
見
込
額
の
合

算
額
の
一
〇
〇
分
の
七
〇
の
額
で
あ
る
。

地方自治と地方税財政制度七〇年の変遷と今後の展望
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各
地
方
団
体
に
交
付
さ
れ
る
普
通
交
付
金
の
額
は
基
準
財
政
需
要
額
が
基
準
財
政
収
入
額
を
超
え
る
団
体
の
財
源
不
足
額
に
つ
い

て
、
地
方
財
政
平
衡
交
付
金
総
額
の
一
〇
〇
分
の
九
〇
の
額
を
按
分
し
て
交
付
さ
れ
る
。

特
別
交
付
金
は
、
災
害
そ
の
他
普
通
交
付
金
で
算
定
さ
れ
な
か
っ
た
特
別
の
財
政
需
要
等
に
つ
い
て
、
各
地
方
団
体
の
財
政
状
況

を
勘
案
し
て
交
付
さ
れ
る
。

地
方
財
政
平
衡
交
付
金
制
度
は
、
そ
の
算
定
方
式
の
結
果
、
従
来
の
地
方
財
政
調
整
制
度
に
比
べ
劇
的
に
地
方
団
体
の
間
の
財
源

の
均
衡
化
を
図
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
財
源
保
障
の
理
念
を
含
め
て
世
界
に
鑑
た
る
制
度
で
あ
っ
た
と
い
え
る
。

㈣　

昭
和
二
五
年
度
の
地
方
税
財
政
制
度
改
革
の
意
義

昭
和
二
二
年
に
制
定
さ
れ
た
地
方
自
治
法
に
よ
っ
て
現
在
の
地
方
自
治
制
度
の
体
系
が
確
立
し
た
が
、
そ
の
財
政
的
な
裏
付
け
と

な
る
地
方
税
財
政
制
度
は
、
昭
和
二
五
年
度
に
行
わ
れ
た
地
方
税
法
及
び
地
方
財
政
平
衡
交
付
金
法
の
制
度
に
よ
っ
て
完
成
し
た
と

い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。

な
お
、
そ
の
後
地
方
財
政
平
衡
交
付
金
制
度
が
地
方
交
付
税
制
度
に
改
め
ら
れ
る
等
の
変
遷
は
あ
っ
た
が
、
昭
和
二
五
年
度
改
正

に
よ
る
地
方
税
財
政
制
度
の
大
き
な
枠
組
み
は
今
日
ま
で
維
持
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。

二　

昭
和
二
九
年
度
の
地
方
税
財
政
制
度
の
改
正
と
そ
の
意
義

㈠　

地
方
制
度
調
査
会
の
答
申

（
昭
和
二
八
年
一
〇
月
）
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昭
和
二
七
年
四
月
、
講
和
条
約
が
発
効
し
、
わ
が
国
が
主
権
を
回
復
す
る
と
占
領
下
に
行
わ
れ
た
行
財
政
制
度
の
改
革
の
中
で
わ

が
国
の
実
情
に
合
わ
な
い
も
の
に
つ
い
て
抜
本
的
に
見
直
す
べ
し
と
の
声
が
朝
野
に
強
く
な
っ
て
い
た
。

こ
の
よ
う
な
動
き
を
受
け
て
、
政
府
は
独
立
回
復
後
の
わ
が
国
の
地
方
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
す
べ
く
昭
和
二
七
年
一
二

月
、
各
界
の
有
識
者
を
メ
ン
バ
ー
と
す
る
地
方
制
度
調
査
会
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
た
。

同
調
査
会
は
、
昭
和
二
八
年
一
〇
月
第
一
次
答
申
を
行
っ
た
が
、
そ
の
中
で
、
地
方
公
共
団
体
の
規
模
の
合
理
化
、
警
察
制
度
、

教
育
委
員
会
制
度
の
改
革
等
を
勧
告
し
、地
方
税
財
政
制
度
に
つ
い
て
は
、①
道
府
県
民
税
の
創
設
（
市
町
村
民
税
の
一
部
の
振
替
）、

②
遊
興
飲
食
税
及
び
入
場
税
の
地
方
譲
与
税
化
、
③
道
府
県
た
ば
こ
消
費
税
及
び
市
町
村
た
ば
こ
消
費
税
の
創
設
を
勧
告
し
、
地
方

財
政
平
衡
交
付
金
制
度
に
つ
い
て
は
、
毎
年
度
そ
の
総
額
決
定
を
め
ぐ
り
大
蔵
省
と
地
方
自
治
関
係
者
と
の
争
い
が
絶
え
な
か
っ
た

こ
と
か
ら
そ
の
総
額
を
特
定
の
国
税
収
入
の
一
定
割
合
と
す
る
地
方
交
付
税
制
度
に
改
め
る
べ
し
と
し
た
。
な
お
、
各
地
方
団
体
毎

の
配
分
方
法
に
つ
い
て
は
、
お
お
む
ね
従
前
の
方
式
を
踏
襲
す
る
こ
と
と
し
た
。

㈡　

昭
和
二
九
年
度
の
地
方
税
制
度
の
改
正

地
方
制
度
調
査
会
及
び
税
制
調
査
会
の
答
申
を
受
け
て
実
施
さ
れ
た
税
制
改
正
に
よ
り
、
昭
和
二
九
年
度
か
ら
道
府
県
税
に
つ
い

て
道
府
県
民
税
、
不
動
産
取
得
税
及
び
道
府
県
た
ば
こ
消
費
税
が
創
設
さ
れ
、
入
場
税
は
そ
の
一
部
が
娯
楽
施
設
利
用
税
と
し
て
存

続
し
、
残
余
は
国
税
に
移
還
し
、
地
方
譲
与
税
と
さ
れ
、
遊
興
飲
食
税
に
つ
い
て
は
名
称
が
料
理
等
消
費
税
に
改
め
ら
れ
た
。

市
町
村
税
に
つ
い
て
は
、
自
転
車
税
及
び
荷
車
税
が
自
転
車
荷
車
税
に
統
合
さ
れ
、
市
町
村
た
ば
こ
消
費
税
が
創
設
さ
れ
た
。
な

お
、
入
湯
税
に
つ
い
て
は
、
普
通
税
か
ら
目
的
税
に
変
更
さ
れ
た
。

㈢　

地
方
交
付
税
制
度
の
創
設

地方自治と地方税財政制度七〇年の変遷と今後の展望
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地
方
財
政
平
衡
交
付
金
制
度
に
つ
い
て
は
、
地
方
制
度
調
査
会
の
第
一
次
答
申
を
受
け
て
、
そ
の
総
額
を
特
定
の
国
税
の
収
入
額

の
一
定
割
合
と
す
る
地
方
交
付
税
制
度
に
改
め
ら
れ
た
。

そ
の
概
要
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

①　

総
額

所
得
税
、
法
人
税
及
び
酒
税
の
収
入
額
の
二
〇
％
と
さ
れ
た
。（
な
お
、
昭
和
二
九
年
度
分
に
つ
い
て
は
特
例
が
設
け
ら
れ
た
。）

ま
た
、
基
準
財
政
需
要
額
と
基
準
財
政
収
入
額
の
差
額
（
一
般
財
源
不
足
額
）
と
普
通
交
付
税
の
額
が
引
き
続
き
著
し
く
異
な
る
こ

と
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
地
方
行
財
制
度
の
改
正
又
は
交
付
税
の
繰
入
率
の
変
更
を
行
う
も
の
と
さ
れ
た
。

（
注
）
こ
の
規
定
に
よ
り
、
地
方
財
源
保
障
機
能
は
継
承
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

②　

各
地
方
団
体
へ
の
配
分

総
額
の
九
二
％
が
普
通
交
付
税
、
八
％
が
特
別
交
付
税
と
さ
れ
た
。

普
通
交
付
税
の
算
定
方
式
は
、
基
本
的
に
は
従
来
ど
お
り
と
さ
れ
た
が
、
基
準
税
率
に
つ
い
て
は
、
入
場
譲
与
税
に
つ
い
て
は
一

〇
〇
％
、
道
府
県
税
に
つ
い
て
は
八
〇
％
、
市
町
村
税
に
つ
い
て
は
七
〇
％
と
さ
れ
た
。

㈣　

昭
和
二
九
年
度
の
地
方
税
財
政
制
度
改
革
の
意
義

昭
和
二
九
年
度
に
お
け
る
地
方
税
財
政
制
度
の
全
面
的
な
改
革
以
後
今
日
ま
で
、
わ
が
国
経
済
の
発
展
と
地
方
分
権
強
化
の
た
め

地
方
税
制
度
及
び
地
方
交
付
税
制
度
の
改
正
は
引
き
続
き
行
わ
れ
て
い
る
が
、
地
方
税
制
及
び
地
方
財
政
調
整
制
度
が
一
体
的
・
全

面
的
に
改
革
さ
れ
た
の
は
こ
の
時
が
最
後
と
い
え
る
。

以
下
、
地
方
税
制
度
及
び
地
方
交
付
税
制
度
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
、
今
日
ま
で
の
主
な
改
正
の
概
要
を
述
べ
る
こ
と
と
す
る
。
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な
お
、
地
方
行
財
政
の
運
営
に
お
い
て
、
国
庫
補
助
負
担
金
制
度
及
び
地
方
債
制
度
も
重
要
な
要
素
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
附
言

し
て
お
き
た
い
。三　

昭
和
三
〇
年
度
以
降
に
お
け
る
地
方
税
財
政
制
度
の
変
遷

㈠　

地
方
税
制
度
の
変
遷

⑴　

軽
油
引
取
税
及
び
都
市
計
画
税
の
創
設
（
昭
和
三
一
年
度
）

道
路
整
備
の
た
め
の
財
源
対
策
と
し
て
、
道
府
県
の
目
的
税
と
し
て
軽
油
引
取
税
、
街
路
の
整
備
等
都
市
環
境
の
整
備
の
た
め
の

財
源
と
し
て
市
町
村
の
目
的
税
と
し
て
都
市
計
画
税
（
課
税
対
象
は
土
地
及
び
家
屋
）
が
創
設
さ
れ
た
。

⑵　

特
別
土
地
保
有
税
の
創
設
（
昭
和
四
八
年
度
）
と
電
気
ガ
ス
税
の
電
気
税
及
び
ガ
ス
税
へ
の
分
離
（
昭
和
四
九
年
度
）

市
町
村
の
普
通
税
と
し
て
、
特
別
土
地
保
有
税
（
課
税
標
準　

土
地
又
は
そ
の
所
得
）
が
創
設
さ
れ
、
ま
た
、
電
気
ガ
ス
税
が
電

気
税
と
ガ
ス
税
に
分
離
さ
れ
た
。

⑶　

事
業
所
税
の
創
設
（
昭
和
五
〇
年
度
）

指
定
都
市
等
の
都
市
環
境
の
整
備
の
た
め
の
財
源
に
当
て
る
た
め
、
目
的
税
と
し
て
事
業
所
得
税
（
課
税
標
準
は
事
業
所
の
床
面

積
及
び
従
業
者
給
与
総
額
）
が
創
設
さ
れ
た
。

⑷　

特
別
地
方
消
費
税
の
創
設
、
電
気
税
、
ガ
ス
税
及
び
木
材
引
取
税
の
廃
止
並
び
に
娯
楽
施
設
利
用
税
の
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
へ

の
縮
小
（
平
成
元
年
度
）
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国
税
と
し
て
消
費
税
が
創
設
さ
れ
た
際
、
電
気
税
、
ガ
ス
税
、
及
び
木
材
引
取
税
の
全
部
と
娯
楽
施
設
利
用
税
の
一
部
が
こ
れ
に

統
合
吸
収
さ
れ
、
新
た
に
道
府
県
税
と
し
て
特
別
地
方
消
費
税
が
創
設
さ
れ
た
が
、
平
成
九
年
度
の
地
方
消
費
税
の
創
設
の
際
経
過

措
置
を
講
じ
て
廃
止
さ
れ
た
。

⑸　

地
方
消
費
税
の
創
設
（
平
成
九
年
度
）

平
成
九
年
度
国
税
消
費
税
の
税
率
が
三
％
か
ら
五
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
際
、
新
た
に
道
府
県
税
と
し
て
地
方
消
費
税
（
譲
渡
割

及
び
資
産
割
）
が
創
設
さ
れ
た
。
な
お
、
各
道
府
県
に
納
付
さ
れ
た
額
の
二
分
の
一
に
相
当
す
る
額
は
、
管
内
の
市
町
村
の
人
口
及

び
従
業
者
数
と
半
々
の
割
合
で
按
分
交
付
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

㈡　

地
方
交
付
税
制
度
の
変
遷

⑴　

交
付
税
率
の
引
上
げ
と
安
定
化
（
昭
和
四
一
年
度
）

地
方
交
付
税
の
国
税
三
税
に
対
す
る
繰
入
率
は
、
昭
和
二
九
年
度
以
降
毎
年
度
小
刻
み
に
引
き
上
げ
ら
れ
て
き
た
が
、
昭
和
四
一

年
度
改
正
に
お
い
て
一
挙
に
三
二
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
昭
和
四
一
年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
福
田
大
蔵
大
臣
主
導
の

下
、
景
気
対
策
と
し
て
所
得
税
、
法
人
税
の
減
税
と
あ
わ
せ
て
昭
和
二
四
年
度
の
ド
ッ
ヂ
予
算
以
降
続
け
ら
れ
て
き
た
中
央
政
府
の

非
募
債
主
義
が
転
換
さ
れ
、
フ
ィ
ス
カ
ル
ポ
リ
シ
ー
の
考
え
方
に
沿
っ
て
建
設
国
債
発
行
に
よ
る
公
共
投
資
の
増
額
が
行
わ
れ
た
。

中
央
政
府
の
財
政
政
策
の
転
換
に
対
応
し
て
、
地
方
団
体
が
安
定
し
た
財
政
運
営
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
福
田
大
蔵
大
臣

の
い
わ
ゆ
る
「
車
の
両
輪
」
論
に
従
っ
て
地
方
交
付
税
の
国
税
三
税
に
対
す
る
繰
入
率
を
二
九
・
五
％
か
ら
一
挙
に
三
二
％
に
引
き

上
げ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

こ
の
交
付
税
繰
入
率
の
引
き
上
げ
に
よ
り
、
日
本
経
済
の
本
格
的
な
発
展
と
相
俟
っ
て
地
方
財
政
は
安
定
期
に
入
る
こ
と
と
な
っ
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た
。な

お
、
昭
和
四
一
年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
臨
時
地
方
財
政
特
例
交
付
（
四
一
四
億
円
）
が
計
上
さ
れ
、
各
都
道
府
県

の
た
ば
こ
の
売
り
上
げ
本
数
及
び
財
源
不
足
額
で
按
分
交
付
さ
れ
た
。
な
お
補
正
予
算
に
よ
る
追
加
計
上
分
（
五
一
億
円
）
に
つ
い

て
は
、
市
町
村
の
人
口
に
按
分
し
て
交
付
さ
れ
た
。

⑵　

景
気
後
退
に
伴
う
税
収
減
と
交
付
税
特
別
会
計
に
よ
る
借
入
れ
（
昭
和
五
〇
年
度
）

昭
和
五
〇
年
度
の
地
方
財
政
は
、
経
済
情
勢
の
急
変
に
よ
り
、
国
税
・
地
方
税
共
に
当
初
の
見
積
り
に
対
し
大
幅
な
減
収
と
な
る

見
通
し
と
な
っ
た
。

す
な
わ
ち
、
地
方
税
に
つ
い
て
は
一
兆
六
三
二
億
円
の
減
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
国
税
三
税
の
減
収
に
伴
い
一
兆
一
〇
〇

八
億
円
の
減
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

政
府
は
、
そ
の
当
面
の
対
策
と
し
て
、
地
方
税
の
減
収
に
つ
い
て
は
地
方
財
政
法
第
五
条
の
特
例
と
し
て
減
収
補
填
債
の
発
行
を

認
め
、
地
方
交
付
税
の
減
に
つ
い
て
は
給
与
改
訂
に
伴
う
財
源
対
策
を
含
め
て
交
付
税
特
別
会
計
で
一
兆
一
一
九
九
億
円
の
借
入
れ

と
臨
時
地
方
特
例
交
付
金
二
二
〇
億
円
の
繰
入
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

な
お
、
抜
本
的
な
対
策
は
昭
和
五
一
年
度
以
降
検
討
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
が
、
そ
の
後
も
巨
額
の
地
方
財
源
の
不
足
が
生
ず
る
事

態
は
続
き
、
そ
の
対
策
と
し
て
地
方
債
の
増
発
と
地
方
交
付
税
特
別
会
計
の
借
入
れ
を
行
う
方
式
が
継
続
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

⑶　

財
政
運
営
の
健
全
化
の
た
め
、
交
付
税
特
別
会
計
の
借
入
れ
方
式
を
廃
止
（
昭
和
五
九
年
度
）

昭
和
五
九
年
度
の
地
方
財
政
は
、
景
気
回
復
に
伴
う
地
方
税
収
の
増
や
歳
出
の
抑
制
の
結
果
地
方
財
源
不
足
額
が
大
幅
に
縮
小
す

る
見
通
し
と
な
っ
た
。
そ
こ
で
政
府
は
地
方
財
政
運
営
の
健
全
化
の
見
地
か
ら
、
そ
れ
ま
で
続
け
ら
れ
て
き
た
交
付
税
特
別
会
計
の
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借
入
れ
に
よ
る
交
付
税
の
特
例
増
額
方
式
を
原
則
と
し
て
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。

こ
の
基
本
方
針
の
下
、
昭
和
五
九
年
度
は
国
の
一
般
会
計
の
歳
出
枠
か
ら
交
付
税
特
別
会
計
に
繰
り
入
れ
ら
れ
る
特
例
交
付
金
に

つ
い
て
一
七
六
〇
億
円
の
特
例
増
額
が
行
わ
れ
た
。

な
お
、
そ
れ
ま
で
の
交
付
税
会
計
の
借
入
金
残
高
一
一
兆
五
二
一
九
億
円
に
つ
い
て
は
、
そ
の
償
還
費
で
国
庫
が
負
担
す
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
た
五
兆
八
二
七
八
億
円
に
つ
い
て
は
一
括
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
に
振
り
替
え
ら
れ
、
残
り
の
五
兆
六
九
四
一
億
円

に
つ
い
て
は
、
国
の
財
政
再
建
の
目
標
年
度
で
あ
る
昭
和
六
五
年
度
ま
で
は
棚
上
げ
し
、
昭
和
六
六
年
度
以
降
一
〇
年
計
画
で
償
還

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

⑷　

地
方
財
政
収
支
の
改
善
に
伴
う
高
率
国
庫
補
助
負
担
事
業
に
か
か
る
国
庫
補
助
負
担
率
の
見
直
し
（
昭
和
六
〇
年
度
）

昭
和
六
〇
年
度
の
地
方
財
政
収
支
は
、
景
気
の
回
復
に
伴
う
税
収
の
増
加
も
あ
っ
て
改
善
す
る
見
通
し
と
な
っ
た
こ
と
も
あ
っ

て
、
い
わ
ゆ
る
高
率
の
国
庫
補
助
負
担
金
の
補
助
負
担
率
の
見
直
し
の
議
論
が
大
蔵
省
か
ら
提
起
さ
れ
た
。

こ
れ
に
対
し
、
自
治
省
や
地
方
六
団
体
は
義
務
教
育
費
や
社
会
保
障
費
等
国
に
と
っ
て
も
、
地
方
に
と
っ
て
も
重
要
な
事
業
に
つ

い
て
は
国
の
負
担
割
合
を
維
持
し
、
必
要
が
あ
れ
ば
零
細
補
助
金
を
整
理
す
べ
き
で
あ
る
と
主
張
し
た
。

し
か
し
、
零
細
補
助
金
の
整
理
に
つ
い
て
は
関
係
省
庁
や
与
党
の
関
係
議
員
の
反
対
が
強
く
、
金
額
も
多
く
を
期
待
で
き
な
い
と

い
う
こ
と
で
、
昭
和
六
〇
年
度
に
つ
い
て
は
国
の
予
算
編
成
に
協
力
す
る
趣
旨
で
と
り
あ
え
ず
生
活
保
護
費
に
対
す
る
国
庫
負
担
率

を
一
〇
分
の
八
か
ら
一
〇
分
の
七
と
し
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

⑸　

消
費
税
の
創
設
を
柱
と
す
る
税
制
の
抜
本
改
革
と
地
方
財
政
措
置
（
昭
和
六
三
年
度
）

昭
和
六
三
年
度
の
改
正
に
よ
り
、
多
年
の
懸
案
で
あ
っ
た
消
費
税
の
創
設
を
柱
と
す
る
税
制
の
抜
本
的
な
改
革
が
実
現
し
た
。
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す
な
わ
ち
、
国
民
の
負
担
感
が
重
い
所
得
税
を
減
税
す
る
と
と
も
に
国
税
の
物
品
税
、
地
方
税
の
電
気
税
、
ガ
ス
税
、
木
材
引
取

税
等
を
統
合
し
て
消
費
税
を
創
設
し
、
国
民
の
重
税
感
、
税
制
に
対
す
る
不
公
平
感
を
払
拭
し
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に
対
応
し

た
所
得
、
消
費
、
資
産
の
間
で
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
税
制
を
確
立
す
る
こ
と
と
し
た
。

こ
の
税
制
改
革
に
伴
う
地
方
財
政
措
置
と
し
て
消
費
譲
与
税
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
消
費
税
を
地
方
交
付
税
の
リ
ン
ク
対
象
税

目
に
加
え
、
地
方
交
付
税
特
別
会
計
へ
の
繰
入
率
を
二
四
％
と
し
た
。

⑹　

地
方
交
付
税
の
特
例
減
額
（
平
成
三
年
度
）

平
成
三
年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
り
大
蔵
省
は
公
債
依
存
度
を
引
き
下
げ
る
こ
と
を
計
画
し
て
い
た
が
、
財
源
的
に
困
難
な
こ
と

が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
そ
こ
で
、
地
方
交
付
税
の
繰
入
額
を
特
例
的
に
減
額
し
翌
年
度
以
降
繰
り
入
れ
る
こ
と
に
つ
い
て
、
自
治
省

側
に
協
力
を
要
請
し
た
。

自
治
省
側
は
、
当
初
、
現
在
の
地
方
財
政
に
は
国
の
予
算
編
成
に
協
力
す
る
た
め
地
方
交
付
税
を
減
額
す
る
余
裕
は
な
い
と
主
張

し
た
が
最
終
的
に
は
、
地
方
財
政
計
画
算
定
上
当
面
必
要
な
交
付
税
の
額
を
確
保
し
た
上
で
五
〇
〇
〇
億
円
を
減
額
す
る
こ
と
で
合

意
し
た
。

地
方
交
付
税
の
特
例
減
額
繰
延
べ
措
置
は
、
平
成
四
年
度
八
五
〇
〇
億
円
、
平
成
五
年
度
四
〇
〇
〇
億
円
実
施
さ
れ
た
。

⑺　

地
方
消
費
税
の
創
設
と
消
費
税
に
か
か
る
地
方
交
付
税
の
繰
入
率
の
引
き
上
げ
（
平
成
六
年
度
）

平
成
六
年
度
の
税
制
改
正
に
お
い
て
、
個
人
所
得
課
税
の
軽
減
を
図
る
と
と
も
に
社
会
保
障
費
の
財
源
を
確
保
す
る
た
め
、
消
費

税
の
税
率
を
三
％
か
ら
五
％
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
そ
の
際
、
地
方
税
財
政
対
策
と
し
て
消
費
譲
与
税
を
廃
止
し
、
新
た

に
道
府
県
税
と
し
て
地
方
消
費
税
を
創
設
し
、
国
税
た
る
消
費
税
に
か
か
る
交
付
税
特
別
会
計
繰
入
率
を
二
四
％
か
ら
二
九
・
五
％
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に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

⑻　

交
付
税
特
別
会
計
に
よ
る
借
入
れ
再
開
と
い
わ
ゆ
る
二
分
の
一
負
担
方
式
の
制
度
化
（
平
成
八
年
度
）

平
成
六
年
度
以
降
わ
が
国
経
済
の
低
迷
状
態
が
続
き
、
平
成
八
年
度
以
降
も
改
善
の
見
通
し
が
立
た
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
政
府

は
交
付
税
特
別
会
計
の
借
入
れ
に
よ
る
地
方
財
源
措
置
を
地
方
交
付
税
法
第
六
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
く
制
度
改
正
と
し
て

行
う
こ
と
と
し
た
。
す
な
わ
ち
、
所
得
税
、
住
民
税
の
減
税
以
外
の
通
常
収
支
不
足
の
う
ち
地
方
交
付
税
対
応
分
三
兆
七
二
三
三
億

円
に
つ
い
て

国
（
二
分
の
一
）
一
兆
八
六
一
六
・
五
億
円

内
訳
①　

法
定
加
算　

四
一
三
八
億
円

　
　

②　

臨
時
特
例
加
算
四
二
五
三
億
円

　
　

③　

交
付
税
特
別
会
計
借
入
れ
（
後
年
度
一
般
会
計
負
担
）
一
兆
二
五
五
五
・
五
億
円

地
方
（
二
分
の
一
）
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
一
兆
八
六
一
六
・
五
億
円

残
り
の
二
兆
三
〇
〇
〇
億
円　

建
設
地
方
債
（
財
源
対
策
債
）

⑼　

法
人
税
に
か
か
る
交
付
税
特
別
会
計
へ
の
繰
入
率
の
引
上
げ
（
三
二
％
→
三
五
・
八
％
）（
平
成
一
一
年
度
）

平
成
一
一
年
度
の
地
方
税
制
改
正
に
お
い
て
恒
久
的
減
税
が
行
わ
れ
た
こ
と
に
伴
う
地
方
税
の
減
収
補
て
ん
の
た
め

①
た
ば
こ
税
の
一
部
を
地
方
移
譲

②
法
人
税
の
交
付
税
会
計
繰
入
率
の
引
上
げ

　
（
三
二
％
→
三
五
・
八
％
）
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（
法
人
事
業
税
の
減
税
に
よ
る
減
収
額
の
一
〇
分
の
八
に
相
当
す
る
額
（
交
付
団
体
相
当
分
）

③
地
方
特
例
交
付
の
創
設

④
地
方
財
政
法
第
五
条
の
特
例
と
し
て
の
減
税
補
て
ん
債
の
発
行

な
お
、
恒
久
的
な
減
税
に
伴
う
地
方
交
付
税
の
減
収
の
補
て
ん
に
つ
い
て
は
、
国
と
地
方
が
折
半
し
て
負
担
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

⑽　

地
方
財
源
不
足
額
に
対
す
る
交
付
税
特
別
会
計
の
借
入
れ
と
そ
の
償
還
費
の
国
・
地
方
折
半
負
担
方
式
の
見
直
し
（
平
成
一

三
年
度
）

地
方
財
源
不
足
額
に
つ
い
て
、
所
要
額
を
交
付
税
特
別
会
計
の
借
入
れ
で
賄
い
、
そ
の
償
還
額
を
国
・
地
方
で
折
半
負
担
す
る
方

式
に
つ
い
て
は
、
地
方
団
体
が
財
政
の
厳
し
い
現
状
に
つ
い
て
充
分
認
識
し
な
い
憾
み
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
今
後
は
国
の
負
担
分

に
つ
い
て
は
一
般
会
計
か
ら
直
接
繰
入
、
地
方
負
担
分
に
つ
い
て
は
新
た
に
特
例
地
方
債
を
発
行
し
て
補
て
ん
す
る
こ
と
と
さ
れ

た
。⑾　

い
わ
ゆ
る
三
位
一
体
改
革
の
実
施
（
そ
の
理
念
と
実
態
）（
平
成
一
六
年
度
）

平
成
一
四
年
五
月
片
山
総
務
大
臣
に
よ
っ
て
提
起
さ
れ
た
地
方
分
権
強
化
の
た
め
の
国
庫
補
助
負
担
金
、
地
方
交
付
税
、
税
源
移

譲
を
含
む
い
わ
ゆ
る
三
位
一
体
改
革
は
、
平
成
一
六
年
四
月
政
府
、
与
党
、
各
省
及
び
地
方
六
団
体
の
協
議
に
よ
り
そ
の
基
本
的
考

え
方
と
枠
組
み
が
決
定
し
、
こ
の
合
意
に
基
づ
い
て
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
の
議
を
経
て
そ
の
大
枠
が
決
ま
っ
た
。

そ
の
概
要
は
、

①　

国
庫
補
助
負
担
金
の
改
革
（
削
減
）

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
、
児
童
扶
養
手
当
等
に
か
か
る
国
庫
負
担
金
の
国
庫
負
担
率
の
引
下
げ
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△
約
四
・
七
兆
円

②　

税
源
移
譲

所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税
へ
の
移
譲
（
税
率
一
〇
％
の
比
例
税
率
）
＋
約
三
兆
円

③　

地
方
交
付
税
の
改
革
に
よ
る
減

　

△
約
五
・
一
兆
円

な
お
、
地
方
交
付
税
の
算
定
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
団
体
の
改
革
努
力
を
促
す
主
旨
か
ら

ア　

算
定
方
法
の
簡
素
化
の
た
め
の
、
各
種
補
正
係
数
を
半
減

イ　

単
位
費
用
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
の
考
え
方
を
反
映
さ
せ
る

ウ　

事
業
費
補
正
の
見
直
し

エ　

段
階
補
正
の
見
直
し

オ　

留
保
財
源
率
の
引
上
げ
（
道
府
県
分
の
基
準
税
率
を
八
〇
％
か
ら
七
五
％
に
引
き
下
げ
）

カ　

行
革
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
算
定

キ　

人
口
と
面
積
を
基
本
と
し
た
新
型
交
付
税
の
導
入
（
平
成
一
九
年
度
か
ら
）

な
お
、
三
位
一
体
改
革
は
地
方
団
体
の
改
革
努
力
を
促
し
、
地
方
分
権
を
強
化
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
実
施
さ
れ
た
が
、
そ
の

実
態
は
国
の
財
政
健
全
化
を
進
め
る
一
方
、
永
年
に
亘
り
積
み
上
げ
ら
れ
て
き
た
地
域
間
格
差
解
消
努
力
を
帳
消
し
に
し
、
再
び
大

都
市
と
地
方
の
格
差
を
拡
大
さ
せ
、
地
方
の
過
疎
化
の
助
長
を
齎
す
こ
と
と
な
る
の
で
は
な
い
か
と
の
懸
念
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
、
平
成
二
〇
年
度
の
税
制
改
正
に
お
い
て
、
地
方
税
収
の
偏
在
是
正
措
置
と
し
て
、
法
人
事
業
税
の
税
率
を
引
き
下
げ
、
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こ
れ
を
地
方
法
人
特
別
譲
与
税
と
し
て
人
口
及
び
従
業
者
数
に
按
分
譲
与
す
る
地
方
法
人
特
別
譲
与
税
が
創
設
さ
れ
た
。

ま
た
、
平
成
二
三
年
三
月
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
の
復
興
に
資
す
る
た
め
所
得
税
及
び
法
人
税
の
臨
時
増
税
が
行
わ
れ
、
こ
れ

に
よ
る
増
収
額
の
一
部
が
震
災
復
興
特
別
交
付
税
と
し
て
一
般
の
交
付
税
と
は
別
建
て
で
交
付
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
な
お
、
現

在
は
所
得
税
に
つ
い
て
の
み
特
例
増
税
が
継
続
し
て
い
る
。

⑿　

地
方
交
付
税
の
充
実
・
強
化
と
地
域
間
格
差
解
消
へ
の
努
力
（
平
成
二
六
年
度
・
二
七
年
度
）

政
府
は
、
平
成
二
六
年
度
の
税
制
改
正
に
お
い
て
消
費
税
の
税
率
を
五
％
か
ら
八
％
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
が
、
そ
の
際
地

方
消
費
税
の
税
率
引
上
げ
を
行
っ
た
こ
と
に
関
連
し
て
、
消
費
税
収
入
の
交
付
税
会
計
へ
の
繰
入
率
を
二
九
・
五
％
か
ら
二
二
・

三
％
に
引
き
下
げ
る
こ
と
と
し
た
が
、
同
時
に
地
方
団
体
間
の
税
収
格
差
を
緩
和
す
る
狙
い
か
ら
住
民
税
法
人
税
割
の
一
部
を
減
額

し
、
減
額
相
当
額
を
国
税
と
し
て
徴
収
し
、
そ
の
全
額
を
交
付
税
特
別
会
計
へ
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
た
。

ま
た
、
平
成
二
八
年
度
の
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
財
源
の
充
実
を
図
る
意
味
を
込
め
て
、
所
得
税
及
び
法
人
税
に
か
か

る
交
付
税
特
別
会
計
へ
の
繰
入
率
を
三
三
・
一
％
、
酒
税
の
繰
入
率
を
五
〇
％
と
し
た
。

な
お
、
最
近
は
、
地
方
が
衰
退
し
た
の
で
は
国
全
体
の
発
展
も
望
め
な
い
と
い
う
意
見
も
強
く
な
り
、
地
方
創
生
、
地
域
活
性
化

の
た
め
の
施
策
が
取
り
上
げ
ら
れ
、
財
政
面
で
も
こ
れ
に
対
応
す
る
傾
向
が
見
ら
れ
る
こ
と
は
救
い
で
あ
る
。

四　

地
方
税
財
政
制
度
改
革
の
展
望
と
懸
念

地
方
自
治
法
施
行
後
今
日
ま
で
の
地
方
税
財
政
制
度
改
革
の
変
遷
を
概
観
し
て
い
え
る
こ
と
は
、
地
方
行
政
を
所
管
す
る
総
務
省

地方自治と地方税財政制度七〇年の変遷と今後の展望
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（
そ
の
前
身
の
自
治
省
等
を
含
む
）
と
地
方
六
団
体
は
、
地
方
財
源
全
体
の
強
化
充
実
と
い
う
点
で
は
一
致
し
て
い
る
が
、
地
方
団

体
が
直
接
課
税
す
る
地
方
税
に
重
点
を
置
く
か
地
方
団
体
の
相
互
間
の
財
政
力
格
差
の
縮
小
を
目
指
す
地
方
交
付
税
等
の
調
整
財
源

の
充
実
・
強
化
に
重
点
を
置
く
か
に
つ
い
て
、
東
京
都
等
比
較
的
税
源
に
恵
ま
れ
た
団
体
と
そ
れ
以
外
の
団
体
と
で
は
往
々
に
し
て

意
見
が
異
な
る
。

ま
た
、
財
務
省
や
経
済
界
の
指
導
者
の
多
く
は
、
国
庫
財
政
の
立
場
か
ら
、
或
い
は
経
営
者
や
一
般
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
立
場
か
ら

地
方
財
源
の
総
体
を
で
き
る
だ
け
抑
え
、
地
方
行
政
の
簡
素
化
、
合
理
化
を
求
め
る
傾
向
が
強
い
。

そ
の
こ
と
と
関
連
し
て
、
地
方
税
の
偏
在
是
正
に
関
心
が
強
い
。

し
か
し
、
地
方
自
治
行
政
の
望
ま
し
い
か
た
ち
は
、
地
域
住
民
の
教
育
、
福
祉
、
安
全
等
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
は
地

域
住
民
が
そ
の
受
益
と
能
力
に
応
じ
て
直
接
負
担
す
る
こ
と
で
あ
っ
て
、
地
方
財
源
は
地
方
税
が
中
心
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

毎
年
度
繰
り
返
さ
れ
る
税
制
改
革
論
議
や
予
算
編
成
過
程
で
、
国
民
負
担
に
対
す
る
抵
抗
感
へ
の
配
慮
も
あ
っ
て
、
地
方
自
治
の

本
質
か
ら
解
離
し
た
方
向
に
行
き
易
い
傾
向
が
あ
る
。
ま
た
、
地
方
交
付
税
の
配
分
に
当
た
り
地
方
団
体
の
経
費
節
減
を
促
す
よ
う

信
償
必
罰
的
な
算
定
を
求
め
る
意
見
も
あ
る
が
、
地
方
行
政
の
運
営
の
効
率
化
の
成
否
は
地
域
住
民
が
選
挙
を
通
じ
て
判
断
す
べ
き

問
題
で
あ
っ
て
、
本
来
中
立
的
で
あ
る
べ
き
地
方
交
付
税
の
算
定
に
当
た
り
、
信
償
必
罰
的
な
手
法
を
用
い
る
こ
と
は
邪
道
で
あ
る
。

今
後
、
わ
が
国
は
本
格
的
な
人
口
減
少
社
会
に
入
っ
て
い
く
こ
と
と
な
る
が
、
そ
の
中
で
国
民
生
活
の
質
を
低
下
さ
せ
な
い
た
め
、

技
術
革
新
等
に
よ
り
生
産
性
の
向
上
を
図
り
、
ま
た
、
効
率
的
な
海
外
投
資
に
よ
る
外
貨
の
獲
得
を
目
指
す
等
の
総
合
戦
略
が
必
要

と
な
る
。

こ
う
し
た
外
的
要
因
を
前
提
と
し
て
、
今
後
も
住
民
が
安
心
し
て
生
活
が
で
き
る
よ
う
関
係
者
が
地
方
税
財
政
制
度
の
充
実
発
展
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に
努
力
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

（
一
般
財
団
法
人
地
方
自
治
研
究
機
構
会
長
）
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